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金 額 金 額

円 円

　流　動　資　産 554,749,928 　流　動　負　債 2,712,993,691

69,517,764 30,819,588

54,032,013 1,700,000,000

71,857,941 771,720,550

36,875,500 78,604,564

29,522,000 1,000,300

378,400 24,167,353

19,392,768 61,032,127

160,876,108 44,182,000

32,085,564 552,393

64,867,609 914,816

15,344,261

　固　定　資　産 2,831,703,440 　固　定　負　債 266,115,931

2,529,351,193 213,463,646

建 物 923,082,191 11,100,000

建 物 附 属 設 備 256,392,980 14,100,000

構 築 物 870,342,172 15,722,343

機 械 装 置 128,508,028 8,451,851

車 両 運 搬 具 1,707,575 3,278,091

工 具 器 具 備 品 344,724,580

リ ー ス 工 具 器 具 備 品 3,743,667

建 設 仮 勘 定 850,000

130,305,118 2,979,109,622

電 話 加 入 権 448,956

諸 施 設 利 用 権 2,317,824 　株　主　資　本 407,343,746

ソ フ ト ウ エ ア 126,289,027 90,000,000

その他無形固定資産 1,249,311 400,000,000

その他資本剰余金 400,000,000

172,047,129 △ 82,656,254

長 期 前 払 費 用 11,823,955 その他利益剰余金 △ 82,656,254

そ の 他 の 投 資 等 80,137,510 繰越利益剰余金 △ 82,656,254

繰 延 税 金 資 産 80,085,664

407,343,746

3,386,453,368 3,386,453,368

投 資 そ の 他 の 資 産 利 益 剰 余 金

純 資 産 計

資 産 合 計 負 債 ･ 純 資 産 合 計
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リ ー ス 債 務 （ 固 定 ）

無 形 固 定 資 産 負 債 計

貯 蔵 品 そ の 他 の 流 動 負 債

前 払 費 用 リ ー ス 債 務 （ 流 動 ）

そ の 他 の 流 動 資 産

未 収 収 益 預 り 金

短 期 貸 付 金 前 受 収 益

商 品

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

預 り 保 証 金

資 産 除 去 債 務

そ の 他 の 固 定 負 債

賞 与 引 当 金

未 収 金 未 払 金

未収金 還付 法人 税等 未 払 費 用

未収金 還付 消費 税等 未 払 法 人 税 等

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 ・ 預 金 買 掛 金

売 掛 金 短 期 借 入 金

 貸  借  対  照  表

令和2年3月31日現在

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科 目 科 目



（個別注記表）

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産 ・・・・・ 最終仕入原価法による原価法
（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

（２） 固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産 ・・・・・ 定額法
取得価額が10万円以上20万円未満の少額資産については、3年間で均等償却する方法を
採用しております。

イ 無形固定資産 ・・・・・ 定額法
ただし、ソフトウエアについては、社内における利用可能期間(5年)によっております。

（３） 引当金の計上基準

ア 貸倒引当金 ・・・・・ 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権
については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

イ 賞与引当金 ・・・・・ 従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額
基準により算定した額を計上しております。

ウ 退職給付引当金 ・・・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

エ 役員退職慰労引当金 ・・・・・ 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当
期末要支給額を計上しております。

（４） 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２ 当期純損益金額

当期純利益 53,982,640 円


